
【様式第1号】

自治体名：常滑市

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 124,248,779,912   固定負債 46,495,936,941

    有形固定資産 113,740,151,855     地方債等 27,266,465,366

      事業用資産 66,318,151,861     長期未払金 5,454,996,241

        土地 44,554,648,071     退職手当引当金 3,819,958,646

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 49,180,763,234     その他 9,954,516,688

        建物減価償却累計額 -30,889,637,302   流動負債 5,748,461,871

        工作物 2,724,499,066     １年内償還予定地方債等 2,362,464,585

        工作物減価償却累計額 -996,961,846     未払金 2,278,064,648

        船舶 5,190,860     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -1,138,770     前受金 633,470

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 523,395,574

        航空機 -     預り金 424,206,235

        航空機減価償却累計額 -     その他 159,697,359

        その他 1,444,287,313 負債合計 52,244,398,812

        その他減価償却累計額 -796,901,339 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,093,402,574   固定資産等形成分 126,822,191,220

      インフラ資産 44,278,056,547   余剰分（不足分） -38,223,407,844

        土地 13,291,739,299   他団体出資等分 -

        建物 3,975,587,171

        建物減価償却累計額 -2,441,671,880

        工作物 87,033,761,739

        工作物減価償却累計額 -57,749,689,517

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 168,329,735

      物品 8,403,066,178

      物品減価償却累計額 -5,259,122,731

    無形固定資産 283,115,105

      ソフトウェア 260,371,551

      その他 22,743,554

    投資その他の資産 10,225,512,952

      投資及び出資金 242,662,084

        有価証券 -

        出資金 242,662,084

        その他 -

      長期延滞債権 194,960,010

      長期貸付金 62,450,000

      基金 9,750,776,123

        減債基金 -

        その他 9,750,776,123

      その他 108,810

      徴収不能引当金 -25,444,075

  流動資産 16,594,402,276

    現金預金 12,765,107,381

    未収金 1,218,879,290

    短期貸付金 1,224,000

    基金 2,572,187,308

      財政調整基金 2,572,187,308

      減債基金 -

    棚卸資産 37,522,107

    その他 -

    徴収不能引当金 -517,810

  繰延資産 - 純資産合計 88,598,783,376

資産合計 140,843,182,188 負債及び純資産合計 140,843,182,188

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：常滑市

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 33,384,095

    その他 24,391,816

純行政コスト 25,551,538,636

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 731,962,805

  臨時利益 57,775,911

  臨時損失 1,082,069,009

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 350,106,204

    使用料及び手数料 7,061,828,995

    その他 55,376,506,941

純経常行政コスト 24,527,245,538

      社会保障給付 11,437,469,024

      その他 6,515,292

  経常収益 62,438,335,936

      他会計への繰出金 1,376,885,000

        その他 1,130,920,166

    移転費用 21,097,570,502

      補助金等 8,276,701,186

      その他の業務費用 1,493,448,429

        支払利息 336,827,449

        徴収不能引当金繰入額 25,700,814

        維持補修費 690,417,720

        減価償却費 3,449,294,421

        その他 37,682,290,160

        その他 1,608,684,504

      物件費等 56,010,911,765

        物件費 14,188,909,464

        職員給与費 5,872,677,510

        賞与等引当金繰入額 509,716,643

        退職手当引当金繰入額 372,572,121

  経常費用 86,965,581,474

    業務費用 65,868,010,972

      人件費 8,363,650,778

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：常滑市

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 83,479,823,077 124,934,658,895 -41,454,835,818 -

  純行政コスト（△） -25,551,538,636 -25,551,538,636 -

  財源 28,538,749,870 28,538,749,870 -

    税収等 19,254,594,064 19,254,594,064 -

    国県等補助金 9,284,155,806 9,284,155,806 -

  本年度差額 2,987,211,234 2,987,211,234 -

  固定資産等の変動（内部変動） -98,035,456 98,035,456

    有形固定資産等の増加 3,865,426,715 -3,865,426,715

    有形固定資産等の減少 -4,391,879,118 4,391,879,118

    貸付金・基金等の増加 1,386,305,458 -1,386,305,458

    貸付金・基金等の減少 -957,888,511 957,888,511

  資産評価差額 -198,726,215 -198,726,215

  無償所管換等 2,184,293,996 2,184,293,996

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 146,181,284 - 146,181,284

  本年度純資産変動額 5,118,960,299 1,887,532,325 3,231,427,974 -

本年度末純資産残高 88,598,783,376 126,822,191,220 -38,223,407,844 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：常滑市

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 256,322,682

本年度歳計外現金増減額 7,143,133

本年度末歳計外現金残高 263,465,815

本年度末現金預金残高 12,765,107,381

      他会計への繰出支出 1,376,885,000

財務活動収支 -1,067,812,631

本年度資金収支額 2,493,734,439

前年度末資金残高 10,007,907,127

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 12,501,641,566

    地方債等償還支出 2,744,634,710

    その他の支出 558,742,921

  財務活動収入 2,235,565,000

    地方債等発行収入 2,217,720,000

    その他の収入 17,845,000

    資産売却収入 221,380,881

    その他の収入 158,947,930

投資活動収支 -2,643,280,915

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,303,377,631

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,728,783,338

    国県等補助金収入 617,147,638

    基金取崩収入 610,842,889

    貸付金元金回収収入 120,464,000

  投資活動支出 4,372,064,253

    公共施設等整備費支出 3,155,274,730

    基金積立金支出 1,089,671,523

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 127,118,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 731,589,446

  臨時収入 24,391,816

業務活動収支 6,204,827,985

【投資活動収支】

    税収等収入 18,883,976,872

    国県等補助金収入 8,714,074,246

    使用料及び手数料収入 6,943,518,447

    その他の収入 55,550,343,740

  臨時支出 731,589,446

    移転費用支出 21,097,570,502

      補助金等支出 8,276,701,186

      社会保障給付支出 11,437,469,024

      その他の支出 6,515,292

  業務収入 90,091,913,305

    業務費用支出 62,082,317,188

      人件費支出 8,241,204,707

      物件費等支出 52,389,909,246

      支払利息支出 336,827,449

      その他の支出 1,114,375,786

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 83,179,887,690



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
①販売用土地・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項各号に掲げる方法
②貯蔵品・・・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 15年～50年
工作物 ８年～80年
船舶 　　　４年
その他 ４年～10年
物品 ３年～17年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

③損失補償等引当金
該当事項なし

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、常滑市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
該当事項なし

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更
該当事項なし

(３)地方財政制度の大幅な改正
該当事項なし

(４)重大な災害等の発生
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。
（単位；円）

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

0 0 152,800,000 152,800,000
0 0 152,800,000 152,800,000

(２)係争中の訴訟等
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
　ただし地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち当該規定等の適用に向けた作業に着手しているもの（令和元年度末ま
でに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用するものに限ります。）については、連結対象団体（会計）の対象外としています。したがって、一般会計等
における他会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。

企業債残高 他会計繰入金
農業集落家庭排水処理施設特別会計 597,881,800円 116,277,000円
下水道事業特別会計 15,596,992,775円 1,260,608,000円

(２)出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数

をもって会計年度末の係数としています。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合

は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

病院事業会計
モーターボート競走事業会計

計

団体（会計）名

国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計
水道事業会計

常滑土地改良区

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額
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